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むすびにかえて
1　はじめに
　家計収支の状況および関連する状況を対象とする統計調査の結果は，国民
生活の基本的な状況を反映したものとして各方面において利用されている。
家計収支に関する統計調査の一部では家計簿の記帳作業を対象世帯に要請し
ており，記帳作業自体の負担 1）のほか収集される情報を行政が課税などで
の利用することが想起されるために協力確保は他の統計調査よりも格段に困
難である。
　他方，対象世帯の生活の状況（世帯規模の縮小 2）・「個計化」3）4）5）・既婚
女性の就業率の上昇 6）・集合住宅居住世帯の増加 7）・現金の支払いを伴わな
い購入の拡大 8）など）および自己情報の提供に対する意識の変化も継続し
ている。
　さらに，家計関連の各統計調査の実施面にも変動が生じている。農家経済
調査が廃止され，農林漁家は 1999 年 7 月から家計調査の対象に含まれるよ
うになった。また，IT関連支出・高額消費などに焦点を合わせた家計消費
状況調査が 2001 年に開始され，家計調査・消費動向調査でも実施方法の一
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部が変更された 9）。
　筆者は，山田（1990）山田（2002）などにおいて 2000 年頃までの家計関
連統計調査の結果を検討した。本稿では，家計調査・全国消費実態調査を中
心に 2010 年前後の時期に実施された家計収支に関する統計調査の結果の精
度の分析を行う。以下では世帯側の（家計簿の記帳内容ではない）回答を集
計した世帯属性に関する結果を中心に検討したい。世帯側の回答の際の抵抗
感は，世帯属性に関する項目のうち世帯の構成・住宅の所有関係では収支金
額・貯蓄保有額などと比べて一般に強くないと考えられる。
　なお，単身世帯に関する調査結果は，標本規模が小さく，2人以上の世帯
に関する集計表と比べて公表が少ないので，以下では 2人以上の世帯の結果
を中心に他の統計調査と比較する。
　ここで家計収支に関する統計調査の結果を調査時期が多少異なる他の統計
調査 10）の結果と比較する際の問題に触れておこう。世帯の構成・住宅の所
有関係などの属性は，経常調査の場合，標本の交替が毎回部分的に行われて
いる 11）ので収支金額・貯蓄保有額などと比べて短期間では大きく変動しな
いと考えられる。
　つぎに本稿において調査結果を対比する家計関連統計調査の概要をみてお
こう（表 1－ 1）。全国消費実態調査・家計調査・全国単身世帯収支実態調
査では対象世帯による家計簿の記帳を伴うものであり，他の調査では家計簿
の記帳ではなく収支総額および特定の費目の支出額などの申告が実施されて
いる。
　実地調査の状況は調査によって相違が大きく，その管理は，家計簿の記帳
を伴う 3調査のうち家計調査では都道府県が毎月担当しているのに対して，
全国消費実態調査は不慣れな市区町村が 5年に 1度だけ担当しており，全国
単身世帯収支実態調査は 2009 年に初めて実施された（担当は民間調査機関）。
また，2人以上の世帯の記帳期間は全国消費実態調査・全国単身世帯収支実
態調査では家計調査の半分である。他方，全国消費実態調査の場合，家計調
査にはない耐久消費財・現住居以外の住宅・土地・会員権の保有状況などが
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調査項目に設けられている。
　ところで，本稿において結果の比較を行う統計調査は，国勢調査・全国単
身世帯収支実態調査を除いて標本調査方式によるものであるので，その推定
誤差の大きさをみておく必要がある。
　表 1－ 2 は，結果の比較を行う統計調査のうち労働力調査 12）の推定誤差
を示したものである。標本数が比較的少ない労働力調査でも推定誤差がこの
程度であるので，次節以下の比較には大きな差し支えはないと考えられる。
　つぎに家計簿の記帳の承諾を左右する要因に触れておこう。家計調査・全
国消費実態調査では，他の統計調査と比べて協力を断る世帯が多数発生して
いることが知られている。協力を承諾する世帯は，依頼を受ける前から記帳
作業を継続的に行っていた場合が多いのではないかと考えられる。そこで家
計簿の記帳率の一般的な水準をみてみよう。
　家計簿の記帳率の調査は，2000 年まで貯蓄広報中央委員会が全国の 2人
以上世帯を無作為抽出して毎年実施していた 13）が，その後の期間を対象と
する同種の調査は見当たらない。ここでは，特定の時点の大都市に限定した
調査の結果を紹介する 14）。
　表 1－ 3 は，国民生活センターが 2005 年に政令指定都市および東京都区
部の 2人以上の世帯の 20 代から 60 代の既婚女性を対象に実施した調査によ
る家計簿の記帳状況を示したものである 15）。「（家計簿を）つけている」は
表 1－ 2　労働力調査の標準誤差（基本集計・全国結果）
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30％にすぎず，とくに（本人の就業が）「パートタイム」の場合では 28％，
同じく「フルタイム」の場合では 20％未満である。これに対して「家事専業」
の場合は約 35％となっている。ただし，夫や他の家族が記帳している場合
は 2％と非常に少ない。その世帯の主婦の就業状態が記帳を行うか否かに強
く影響していることがわかる。
　他方，「つけたことがない」は 20％近くに達しており，「つけたことがあ
るが今はつけていない」も 40％を超えている。家計簿の記帳が必要な統計
調査では拒否や脱落が発生しやすいことを示唆している 16）。
　家計調査・全国消費実態調査の実地調査では，最初に抽出された世帯が記
帳を承諾しなかった場合，世帯属性に限定した準調査世帯用の「調査票」の
表 1－ 3　家計簿の記帳状況
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項目だけに回答させ，別の世帯を抽出して依頼することで地域ごとの所要世
帯数を確保することが認められている。
　最初に抽出された世帯の拒否率は調査結果の精度を反映する重要な指標で
あるが，1993 年以降の時期における家計調査の最初に抽出された世帯の承
諾・拒否の状況は公表されていない 17）。そこで，状況が類似していると考
えられる全国消費実態調査における最初に抽出された世帯の承諾・拒否の状
況をみてみよう。
　表 1 － 4・表 1 － 5 は，1999 年・2004 年 ･2009 年実施分の全国消費実態
調査における最初に抽出された世帯における調査世帯（協力を承諾した世帯）
と準調査世帯（拒否などの理由により調査から除外された世帯）の比率を示
したものである。2009 年調査については属性別の状況も示した。
　2 人以上の世帯では最初に抽出された世帯における調査世帯の比率は，
2004 年調査では 1999 年と比べて大幅に低下したが，2009 年調査では若干
回復した 18）。単身世帯でもほぼ同様の傾向であった。2009 年調査における
調査世帯の比率は 2人以上の世帯では最初に抽出された世帯のうち約 71％，
単身世帯では同じく約 64％であった。
　準調査世帯の場合，世帯属性すら回答していない場合 19）が含まれている
ので，世帯属性別の傾向は間接的にしか把握できないが，承諾した比率に
はかなりの相違がある。すなわち，2009 年調査の最初に抽出された 2人以
上の世帯のうち調査世帯比率は，世帯主の職業が「個人経営者」「臨時・
日々雇」である世帯，各種借家居住世帯において全体よりかなり低い。他方，
世帯主の職業が「商人・職人」「官公職員」「法人経営者」である世帯，「給
与住宅」居住世帯は全体よりも高い。この比率は，3大都市圏では全国の水
準よりもやや低い。単身世帯において承諾した世帯の比率の属性別傾向もほ
ぼ同様であった。
　また，表 1－ 1に示したように家計簿の記帳を必要としない他の家計関連
調査では回収率が公表されている（予備標本の使用は認められていない）。
家計消費状況調査の 2012 年の回収率は約 68％，消費動向調査の 2012 年の 2
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表 1－ 4　 最初に抽出された世帯の調査世帯率
（2人以上の世帯）
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人以上世帯では回収率は 83％，同じく単身世帯では 71％となっている。国
民生活基礎調査の世帯票では 2012 年の回収率は 80％，同じく所得票では
79％となっている 20）。社会保障関連の拠出金・受給金などの調査に限定し
た（家計簿の記帳を伴わない）所得再分配調査においても回収率は継続的な
低下傾向を示しており，2011 年には 56％まで低下した。これらの調査では
全般に低下傾向が続いており，家計簿の記帳を伴う調査での回収はさらに困
難であるといえる。
　このような過程を経て収集された家計簿・調査票のうち記入内容が規定さ
れた条件に適合していたものだけが集計に利用される。したがって，このよ
うな条件に適合していたか否か（無記入が多かったかなど）は，集計利用率
表 1－ 5　 最初に抽出された世帯の調査世帯率
（単身世帯）
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にも反映されていると考えられる。
　表 1－ 6・表 1－ 7・表 1－ 8 は，家計調査・全国消費実態調査・全国単
身世帯収支実態調査において収集された家計簿および各調査票が集計に利用
された比率の推移を示したものである。家計調査では東日本大震災の影響を
受けた 2011 年分 21）を除いても全般に継続的な低下傾向にあり，全国消費実
態調査でもほぼ同様の傾向が認められる。
　また全国消費実態調査の同年次の家計簿および調査票の種類別の集計利用
率をみると，「耐久消費財等」，「家計収支（家計簿）」，「貯蓄・負債」の順に
低くなっている。これは，提供する情報の種類によって世帯側の準備作業の
表 1－ 6　家計調査の集計利用率 1）
表 1－ 7　全国消費実態調査の集計利用率
表 1－ 8　全国単身世帯収支実態調査
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負担と回答の際の抵抗感が異なることの表れと考えられる。全国単身世帯収
支実態調査においても集計利用率は「耐久消費財等」，「家計収支（家計簿）」，
「貯蓄・負債」の順に低くなっている。
注
 1） 記帳回数に相当する全品目についての購入頻度は，2012 年家計調査の場合月間
約 255 回にのぼる。記帳負担が大きいことは，永井（2007）などによって以前
から指摘されている。
 2） 労働力調査によれば，平均世帯人員は 2000 年の 2.64 人から 2012 年の 2.44 人
へ縮小し，1人世帯の比率も 2000 年の 28.8％から 2012 年の 31.0％へ増大して
いる。
 3） 世帯主夫妻以外の世帯員の収支の把握には脱落が多いと考えられる。例えば，
2012 年家計調査の結果では世帯人員 2人以上の勤労者世帯において 18歳～ 65
歳の世帯員は 2.24 人把握されているが，世帯主夫妻以外の世帯員の収入は月額
9248 円しか記録されていない。2009 年全国消費実態調査の個人的な収支に関す
る調査によれば，世帯主夫妻以外の世帯員の家計以外からの収入は月額約 3.3 万
円にのぼる。支出面でも理美容サービスの支出頻度は世帯員数に比べて少ない。
 4） 2013 年 9 月末現在の個人名義の預金口座数は，ゆうちょ銀行を除く国内銀行約
7.9 億口，信用金庫約 1.4 億口となっており，世帯員が個人用口座を複数持って
いる場合は多いと考えられる。日本銀行（2013）
 5） 全国消費実態調査によれば，個人的な支出の大半は外食費・教養娯楽費などに
集中している。
 6） 労働力調査によれば，有配偶女性に占める就業者の比率は 2000 年の 47.0％か
ら 2012 年の 47.8％へ上昇している。
 7） 一般に統計調査への協力が特に得にくいとされる集合住宅居住世帯は，2010
年国勢調査によれば約 41.6％（2000 年国勢調査では約 37.5％）に達している。
また調査員訪問時の「不在」が多いとされる単身世帯は，就業構造基本調査
によれば 2007 年の約 1741 万世帯から 2012 年の約 1864 万世帯（総世帯の約
34.5％）まで増加している。
 8） 家計消費状況調査によれば，支出をおこなったことが世帯によって意識されに
くい電子マネー・ポイントカードを利用した購入金額も増加傾向が続いており，
2012 年には電子マネーをもっている世帯員がいる世帯は 38.7％（関東地方では
58.9％）に，同じくポイントカードを交換した世帯員がいる世帯は 32.6％（同
52.3％）に達している。
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 9） 家計調査では，食料品の重量測定の期間が 2002 年から調査開始 1ヶ月目だけ
に短縮された。消費動向調査では実地調査の担当が都道府県による実施から民
間機関への委託に 2003 年から変更された。そのほか，単身世帯収支調査・貯
蓄動向調査が 2002 年から家計調査に統合された。
 10） 家計簿の記帳を伴わない他の統計調査の実施も困難になっており，その結果に
影響が生じている。山内（2012）山田（2012）山田（2013）橋本（2011）など参照。
 11） 家計調査では 2人以上の対象世帯のうち 1/6 が，単身対象世帯のうち 1/3 が毎
月交替している。家計消費状況調査では対象世帯のうち 1/12 が毎月交替してい
る。消費動向調査では対象世帯のうち 1/15 が毎月交替している。労働力調査で
は対象世帯のうち 1/2 が毎月交替している。
 12） 本稿において結果を利用する「基礎調査票」による推計結果を示した。
 13） 家計簿の記帳率は，1985 年以降概ね低下傾向にあった。貯蓄広報中央委員会
（2000）
 14） 家計経済研究所によって有配偶女性を対象に 2012 年に実施された留置調査の
結果によれば，家計簿を「定期的に（毎日，毎週など）つけている」は 50 歳
前後では 25.5％，45 歳前後では 22.5％，40 歳前後では 17.8％，35 歳前後では
19.4％，30 歳前後では 30.5％となっている。他方，「以前つけたことがあるが，
現在はつけていない」は 35％～ 50％に達している。ただし，この調査は継続
的に実施されており，その対象者は，30 歳前後に当初の調査へ協力を引き受け
た継続調査のパネルである。2012 年調査におけるコーホートごとの当初標本の
残存率は，約 47％～約 76％であった。
 15） 国民生活センター（2006）
 16） 2012 年に発覚した愛知県春日井市担当の調査員による不正事件も，所要世帯
数を確保することが困難であることが背景にあると推測される。中日新聞社
（2012）
 17） 中川（1994）によれば，家計調査の最初に抽出された世帯における拒否率は，
1982 年～ 1992 年には概ね上昇傾向にあった。
 18） 同様の方式で算出した承諾率は，2人以上世帯・単身世帯とも 1964 年以降概ね
低下傾向にある。家計調査等改善検討会（2012）
 19） 最初に抽出された 2人以上の世帯のうち世帯属性を回答していない世帯の比率
は，世帯主の年齢では 5.9％，同・職業では 6.2％，住居の所有関係では 4.1％，
世帯人員では 5.8％に達している。同じく単身世帯でも，世帯属性を回答して
いない世帯の比率は，年齢では8.4％，職業では10.3％，住居の所有関係では5.4％
に達している。
 20） 家計消費状況調査の 2006 年以降の有効回答率は概ね上昇傾向にある。消費動
向調査の回収率は，2008 年以降概ね同水準で推移している。国民生活基礎調査
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の回収率は 2005 年～ 2007 年ころまでは低下傾向にあったが，最近は同水準で
推移している。所得再分配調査の回収率は，1999 年以降低下傾向にある。
 21） 2 人以上世帯の集計利用率は，2011 年 2 月の 96.7％から 3 月は 92.6％へ急減
したが，その後回復して 12 月には 96.5％となった。単身世帯の集計利用率も，
2010 年 10 ～ 12 月の 94.0％から 2011 年 1 ～ 3 月は 92.6％，4 ～ 6 月は 90.6％
と急減したが，その後回復して 10 ～ 12 月には 94.8％となった。
2　調査票から得られた情報に関する集計結果
　本節では調査票から得られた情報（世帯構成員・住宅・世帯主の就業状
態・収入額など）に関する集計結果について各調査の結果を対比する。比較
時点は，実施周期が長い全国消費実態調査・就業構造基本調査・国民生活基
礎調査の実施時期を中心に選択した。
（1）世帯構成員に関する属性
　まず各調査による有業人員数をみてみよう。
　表 2－ 1は，世帯人員 2人以上の世帯の有業人員構成に関する全国消費実
態調査・家計調査と他の統計調査の 2009 年～ 2012 年の結果を対比したもの
である。2009 年・2012 年については全国消費実態調査・家計調査による有
業人員別の消費支出額も示した。
　家計調査は，他の大部分の調査と比べて有業者が多い世帯が少ない。全国
消費実態調査の有業者数も家計調査に次ぐ低い水準となっている。これは，
主婦が「フルタイム」・「パートタイム」就業の場合には，家計簿の記帳率が
低いという表 1－ 3の結果と対応している。また，家計調査では「世帯主の
配偶者のうち女の有業率」も他の調査と比べて大幅に低い。
　この有業人員の多寡は，集計世帯の世帯主の職業・年齢などの属性に影響
を与えていると考えられる。
　表 2－ 2 は，2012 年についての世帯主の従業上の地位に関する家計調査
と他の統計調査の結果を対比したものである 1）。各統計調査間の比較には国
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民生活基礎調査には「無職」の区分がなく，消費動向調査には「法人経営者」
の区分がないなどの制約があるが，次のような点を指摘できる。
　世帯主が企業・官庁などに雇用されている勤労者世帯の比率は，国民生活
基礎調査・労働力調査が高く，家計調査は中位である。
　また，勤労者世帯に限定すると，家計調査の集計世帯には労働力調査と比
べて「官公」の比率が高い。この傾向は，過去の年次もほぼ同様であった。
　世帯の属性のうち世帯員の構成は，集計世帯の基本的な属性であり，支出
状況を強く規定していると考えられる。
　表 2－ 3は，2009 年～ 2012 年における 2人以上の世帯の世帯人員別構成
表 2－ 2　世帯主の従業上の地位別世帯構成（2012 年）
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に関する全国消費実態調査・家計調査・家計消費状況調査などの結果を対比
したものである。各調査の集計世帯の間には大きな相違はみられない。
　つぎに，世帯員間の続柄にもとづく世帯類型をみてみよう。
　表 2－ 4 は，2009 年の 2 人以上の世帯について世帯類型別構成に関する
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家計調査・全国消費実態調査と他の統計調査の結果を対比したものである。
家計調査・全国消費実態調査の集計世帯では「夫婦のみの世帯」「夫婦と未
婚の子供からなる世帯」の比率が高く，その他の類型の比率は低い。
　表 2－ 5 は，2012 年の 2 人以上の世帯について世帯類型別構成に関する
家計調査と他の統計調査の結果を対比したものである。家計調査・就業構造
基本調査の集計世帯では表 2－ 4 と同様に「夫婦のみの世帯」「夫婦と未婚
の子供からなる世帯」の比率が高く，その他の類型の比率は低い。
　表 2－ 6は，2009 年 6 ～ 10 月時点の 2人以上の世帯の世帯主の年齢層別
構成に関する家計調査・全国消費実態調査と他の統計調査の結果を対比した
ものである。家計調査・全国消費実態調査では，国民生活基礎調査・労働力
調査と比べて若年層が少ない。家計消費状況調査・消費動向調査も若年層が
少ない。
　表 2－ 7は，2012 年 6 ～ 10 月時点の 2人以上の世帯についての世帯主の
年齢層別構成に関する家計調査と他の統計調査の結果を対比したものであ
る。家計調査の集計世帯では 2人以上の世帯全体では世帯主が若中年層の比
表 2－ 4　世帯類型（2人以上の世帯・2009 年）
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表 2－ 5　世帯類型別構成（2人以上の世帯）
表 2－ 6　世帯主の年齢層別世帯構成（2人以上の世帯・2009 年）
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率が低く，家計消費状況調査にも同様の傾向がみられる。勤労者世帯に限定
すると，家計調査では世帯主が 60 代以上の比率が低い。
　表 2－ 8は，2009 年 6 ～ 10 月時点の単身世帯の世帯主の年齢層別構成に
関する家計調査・全国消費実態調査・全国単身世帯収支実態調査と他の統計
調査の結果を対比したものである。登録モニター等から対象世帯が選ばれた
全国単身世帯収支実態調査では若年層が多く，消費動向調査の若年層が少な
いほかは相違が小さい。
　表 2－ 9は，2012 年 6 ～ 10 月時点の単身世帯の世帯主の年齢層別構成に
関する家計調査と他の統計調査の結果を対比したものである 2）。家計調査で
は他の調査よりも若中年層の比率が高く，高齢層の比率が低い。
表 2－ 7　世帯主の年齢層別世帯構成（2人以上の世帯・2012 年）
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（2）居住する住宅に関する属性
　世帯が居住する住宅の所有関係と面積は，居住世帯の過去の収入とライフ
ステージなどを反映している。
　表 2－ 10 は，2009 年 9 月前後の時点の世帯人員 2人以上の世帯の居住住
宅の所有関係別構成に関する全国消費実態調査・家計調査と他の統計調査の
結果を対比したものである。全国消費実態調査・家計調査の集計世帯では「持
家」の比率が低く，「民営借家」「給与住宅」3）の比率が高い。後にみる大企業・
官公勤務者の世帯が他の調査よりも多いことを反映しているのであろう。
　表 2－ 11 は，2010 年における住宅の所有関係別構成に関する家計調査・
表 2－ 8　世帯主の年齢層別世帯構成（単身世帯・2009 年）
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表 2－ 9　世帯主の年齢層別世帯構成（単身世帯 /2012 年）
表 2－ 10　「住宅の所有関係」別構成（2人以上世帯・2009 年）
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国民生活基礎調査・家計消費状況調査・消費動向調査による結果を対比した
ものである。ここでも家計調査の集計世帯では，「持家」の比率が低く，「給
与住宅」の比率が高い。
　表 2－ 12 は，世帯人員 2人以上の世帯の居住住宅の床面積に関する 2007
年～ 2010 年の時点についての全国消費実態調査と他の統計調査の結果を対
比したものである。各統計において用いられている住宅の床面積の定義（業
表 2－ 11　「住宅の所有関係」別構成（2人以上の世帯・2010 年）
表 2－ 12　2人以上の世帯の住宅の延べ床面積
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務用の部分を除き，玄関・浴室などを含む）に相違はない。全国消費実態調
査の集計世帯には，他の統計調査と比べて狭い住宅に居住する世帯の比率が
低い。
（3）世帯主の勤務先企業の規模および世帯収入に関する属性
　つぎに従業者数を指標とする世帯主の勤務先の企業規模をみてみよう。こ
の項目は，世帯主が勤労者である世帯に限定した調査項目である。
　表 2－ 13 には 2009 年前後および 2012 年についての世帯人員 2人以上の
勤労者世帯の世帯主の企業規模に関する全国消費実態調査・家計調査と他の
統計調査の結果を対比したものである。家計簿記帳を伴う両調査については
消費支出額も付記した。
　この項目の回答の際には，家計調査では調査票に勤務先企業の従業者数の
具体的な人数を記入しなければならないのに対して家計調査以外の調査では
調査票に設けられている企業規模の区分（「4人以下」「5～ 29 人」など）か
ら選ぶ方式である。このため家計調査の結果には「不詳」が多く 5），その結
果「不詳」以外の区分の比率が少なくなっている。
　全国消費実態調査・家計調査は，他の調査と比べて「官公」の勤務者の比
率が高い。設けられている選択肢の形式から「不詳」が発生していない全国
消費実態調査では 30 人未満の企業の勤務者の比率が他の調査と比べて低い。
なお，全国消費実態調査・家計調査では企業規模が大きくなるほど消費支出
が多くなっており，これは収入の水準を反映したものであろう。
　表 2－ 14 は，単身勤労者の勤務先企業規模に関する家計調査と他の統計
調査による 2010 年および 2012 年についての結果を対比したものである。2
人以上の世帯と同じく，家計調査の結果には他の統計調査と比べて小規模企
業の勤務者の比率が低く，「官公」の勤務者の比率が高い。
　世帯にとって収入額は他の世帯属性と比べて外部に知られることを特に避
けたい情報と考えられるので，家計調査・全国消費実態調査において「年間
収入調査票」は密封して調査員に提出する方法が採用されている。
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表 2－ 14　単身世帯の勤め先企業の規模別構成
表 2－ 15　2人以上の世帯の年収または所得
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　表 2－ 15 は，2009 年前後の時期および 2012 年の 2 人以上の勤労者世帯
の家計調査・全国消費実態調査と他の統計調査による年収額を対比したもの
である。家計調査・全国消費実態調査の集計世帯には，他の統計調査と比べ
て，低年収層がかなり少なく，中位の世帯が多い。また，最高位の層もやや
少ない 4）。
　表 2－ 16 は，2008 年・2009 年および 2012 年における家計調査・全国消
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費実態調査と他の統計調査による単身勤労者世帯の年収額に関する調査結果
を対比したものである。表 2－ 15 と同様に家計調査・全国消費実態調査の
集計世帯では他の調査と比べて高年収の世帯が多く，低年収の世帯が少ない。
（4）貯蓄・負債現在高に関する集計結果
　ここでは世帯が保有する貯蓄現在高および負債現在高に関する集計結果を
検討する。
　表 2－ 17 は，2010 年 6 月末前後の時期における家計調査および国民生活
基礎調査による貯蓄現在高を対比したものである。貯蓄・負債に関する項目
への回答は，表 1－ 6・表 1－ 7 においてみたように家計収支の金額に関す
る項目の場合よりも世帯の抵抗感がさらに強いと考えられる。この項目の調
査票も密封して調査員に提出する方式が採用されている。なお，両項目とも
個人営業用のものも含めて回答するように調査票に指示されている。
　両調査の調査票に示された貯蓄の定義は同一であるが，回答の方式にはや
や相違がある。家計調査では調査票に設けられている7種の区分（「郵便貯金」
表 2－ 17　2人以上世帯の貯蓄現在高
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「郵便貯金以外の預金」「生命保険」「株式」「債券」など）にそれぞれ万円単
位で実額を記入する。また，「郵便貯金」「郵便貯金以外の預金」では定期性
か否かで区分して回答する必要がある。国民生活基礎調査でも 4種の区分ご
とにその有無と合計額を万円単位で実額を記入する。さらに家計調査では，
各種貯蓄の合計額を「年金制度が組み込まれている貯蓄」・「外貨預金・外債」
に区分して万円単位で実額を記入する必要がある。
　両調査の貯蓄合計額の結果を比較すると，家計調査の結果には，国民生活
基礎調査の結果と比べて貯蓄現在高が 400 万円世帯未満，700 万円以上の世
帯が少ない 6）。
　表 2－ 18 は，2010 年 6 月末前後の時期における家計調査および国民生活
基礎調査による負債現在高を示したものである。回答の方式は，家計調査で
は 3種類の借入金それぞれについて金融機関の種類別に実額を記入する方式
であり，国民生活基礎調査では合計の実額だけを記入する方式である。貯蓄
現在高ほどの差はみられない。
表 2－ 18　2人以上の世帯の負債現在高 1）
̶  68  ̶
最近の家計収支関連統計調査結果の精度について（山田）
注
 1） 国民生活基礎調査の「世帯主」の定義は，次に示すように世帯員間の個人所得
の大小関係とは必ずしも対応していない。「年齢や所得にかかわらず，世帯の
中心となって物事をとりはかる者として世帯側から報告された者をいう。」
 2） 就業構造基本調査の結果については学生の単身世帯を除外した集計が利用でき
ないので，比較対象に含めなかった。
 3） 給与住宅の家賃負担は民営借家・公営借家よりも一般に安く，2012 年分家計調
査の勤労者世帯の「家賃・地代」に関する結果によれば，月額約 1.8 万円にす
ぎない（民営借家は同約 5.7 万円，公営借家は同約 3.4 万円）。
 4） 大竹（2003）は，「（家計簿記帳の）機会費用の高い高所得の人や家計簿をつけ
る余裕のない低所得の人のサンプルが落ちる可能性がある」と指摘している。
 5） 2005 年頃までは 10 ～ 11％程度であったが，その後急増し，2012 年には約
23％を占めるにいたった。
 6） 2009 年 11 月末現在の全国消費実態調査の結果と 2009 年 10 ～ 12 月分の家計調
査の結果を比較すると，前者は後者より 300 万円未満，900 ～ 1200 万円未満お
よび 2000 万円以上において少ない。
3　家計簿から得られた情報に関する集計結果
　本節では，家計調査・全国消費実態調査において家計簿から得られた情報
に関する集計結果（収支金額）を検討する。この項目の回答（家計簿提出）
の際の抵抗感は，世帯属性に関する大部分の項目よりも強いと考えられる。
　表 3－ 1は，家計調査・全国消費実態調査および家計消費状況調査による
2009 年 9 ～ 11 月についての勤労者世帯の収支の主要費目の金額を世帯人員
別に対比したものである。家計調査・全国消費実態調査では，家計簿による
収入の記帳は勤労者世帯・無職世帯についてだけ行われている。家計消費状
況調査の結果は世帯が「メモ」に記録した金額によるものである 1）。
　「実収入」「実支出」「消費支出」では，3人以上の各世帯規模において全
国消費実態調査が家計調査よりも高い。年金受給者が多い 2人世帯では家計
調査が全国消費実態調査を 10 月の「実収入」「実支出」と 11 月の「消費支出」
において上回っている。
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　家計消費状況調査の「支出総額」は，他の 2調査の「非消費支出」「預貯金」
「借入金の返済」「財産購入」などを除外した支出であるので，他の 2調査の
「消費支出」に相当すると考えられる。家計消費状況調査の「支出総額」は，
各世帯規模とも他の 2調査の「消費支出」を上回っている 2）。
　表 3－ 2 は，2012 年 5 月の支出額に関する家計調査・国民生活基礎調査
表 3－ 1　 全国消費実態調査と他の統計調査との収支金額の対比
（2009 年・勤労者世帯）
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および家計消費状況調査による結果を対比したものである。
　費目の範囲がほぼ対応すると考えられる家計調査の「消費支出」・国民生
活基礎調査の「家計支出額」および家計消費状況調査の「支出総額」1）を世
帯の規模ごとに比較すると，6人以上の世帯を除いて金額が低い順に国民生
活基礎調査，家計調査，家計消費状況調査となっている。家計消費状況調査
では，調査票での項目の配置から特定の耐久消費財購入や IT関連支出が強
く意識された可能性がある。
注
 1） 家計消費状況調査の集計世帯のうち支出総額を記入した世帯の比率は 2002 年
以降概ね 95％前後で推移している。佐藤・武下（2009）によれば，2006 年家
計消費状況調査の集計結果において「支出総額」を千円未満の桁まで記入して
いる世帯は，7割弱であった。
 2） 家計支出状況調査と家計調査の共通費目の金額は，2002 年以降大半の品目に
おいて前者を後者が上回っているが，費目による相違が大きい。例えば，2人
表 3－ 2　世帯人員別支出額（2人以上世帯・2012 年 5月）
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以上世帯の婚礼関係費では後者は前者の 4.00 倍，自動車購入費では同 2.92 倍，
葬儀関係費では同 2.88 倍，パック旅行費では同 1.38 倍，移動電話通信料では
同 1.28 倍，インターネット接続料では同 1.03 倍，家賃・地代では同 0.84 倍となっ
ている。
むすびにかえて
　以上の考察には，各統計調査間の調査方法および定義の相違・入手資料の
制約 1）などのために不確定な部分があることは否めない。しかし，家計簿
の記帳を伴う家計調査・全国消費実態調査の結果の全般的な傾向として，山
田（2002）において指摘した傾向と同じく調査への協力が得にくい世帯属性
が調査結果に占める比率が他の調査と比べて低いことは確実であろう。
　表 2－ 1・表 2 － 13 においてみたように，世帯属性による支出額の相違
はかなり大きいので，仮に脱落が発生しなかった場合に得られた集計結果と
公表されている集計結果との相違は以前よりも大きくなっているのではない
かと考えられる。
　したがって，家計収支に関する最近の調査結果の利用の際には以前よりも
注意が必要であるといえよう。
注
 1） 家計調査における「準調査世帯」の発生状況および「準調査世帯調査票」に設
けられている世帯属性に関する集計結果（世帯主の年齢・世帯人員・就業人
員・住宅の所有関係・家計費総額など）の公表がのぞまれる。
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